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規制の事前評価書 

 

１．政策の名称 

  金融分野における裁判外紛争解決制度（金融ＡＤＲ制度）の創設 

 

２．担当部局 

  金融庁総務企画局企画課、信用制度参事官室、保険企画室、市場課 

 

３．評価実施時期 

  平成21年10月16日 

 

４．規制の目的、内容及び必要性 

⑴ 現状及び問題点、規制の新設又は改廃の目的及び必要性 

① 現状 

金融分野における苦情・紛争解決については、業界団体・自主規制機関により

自主的な取組みが進められている。また、平成19年４月には、裁判外紛争解決手

続の利用の促進に関する法律（ＡＤＲ促進法）が施行され、一般的なＡＤＲの枠

組みが導入されるとともに、平成19年９月には、金融商品取引法において認定投

資者保護団体の制度が導入されるなど、制度面での整備も進められてきている。 

② 問題点 

金融分野における苦情・紛争解決の自主的な取組みについては、その実施主体

の中立性・公正性及び実効性の観点から必ずしも万全ではなく、苦情・紛争解決

に関する利用者の信頼感、納得感が十分に得られていないとの指摘がある。 

③ 規制の新設又は改廃の目的及び必要性 

利用者保護の充実・利用者利便の向上等の観点から、金融ＡＤＲを改善・充実

させるとともに、金融商品・サービスに対する利用者の信頼性の向上により、信

頼と活力のある金融・資本市場を構築する必要がある。 

 

⑵ 法令の名称、関連条項とその内容 

①－１ 金融商品取引法施行令 

第19条の８ 

①－２ 金融商品取引業等に関する内閣府令 

第82条、第115条の２ 

①－３ 金融商品取引法第五章の五の規定による指定紛争解決機関に関する内閣
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府令 

第３条、第７条 

②－１ 無尽業法施行令 

第３条 

②－２ 無尽業法施行細則 

第14条の３の２、第22条の３、第22条の７ 

③－１ 金融機関の信託業務の兼営等に関する法律施行令 

第14条 

③－２ 金融機関の信託業務の兼営等に関する法律施行規則 

第11条の２、第31条の22、第42条の３、第42条の７ 

④－１ 農業協同組合法施行令 

第５条の９ 

④－２ 農業協同組合及び農業協同組合連合会の信用事業に関する命令 

第10条の26、第15条の３、第57条の31の11、第57条の33、第57条の38 

⑤－１ 水産業協同組合法施行令 

第24条の８ 

⑤－２ 漁業協同組合等の信用事業等に関する命令 

第７条の27、第13条の３、第50条の31の11、第50条の33、第50条の38 

⑥－１ 中小企業等協同組合法施行令 

第28条の３ 

⑥－２ 中小企業等協同組合法による信用協同組合及び信用協同組合連合会の事

業に関する内閣府令 

第３条、第６条、第10条 

⑥－３ 協同組合による金融事業に関する法律施行規則 

第110条の25 

⑦－１ 信用金庫法施行令 

第９条の８ 

⑦－２ 信用金庫法施行規則 

第99条の３、第103条の２、第170条の２の３、第170条の25 

⑧－１ 長期信用銀行法施行令 

第４条の３ 

⑧－２ 長期信用銀行法施行規則 

第５条の９の８、第12条の６、第25条の46、第26条の２の25 

⑨－１ 労働金庫法施行令 

第４条の８ 
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⑨－２ 労働金庫法施行規則 

第82条の３、第95条の２、第152条の２の３、第152条の24 

⑩－１ 銀行法施行令 

第16条の10 

⑩－２ 銀行法施行規則 

第13条の８、第14条の11の27、第34条の53の12、第34条の66、第34条の70 

⑪－１ 貸金業法施行令 

第４条の３ 

⑪－２ 貸金業法施行規則 

第10条の６の２、第12条の２、第30条の18、第30条の22 

⑫－１ 保険業法施行令 

第44条の８ 

⑫－２ 保険業法施行規則 

第52条の13の23、第55条の２、第234条の24、第239条の３、第239条の７ 

⑬   農林中央金庫法施行規則 

第71条の３、第85条の24、第147条の11、第147条の17、第147条の21 

⑭－１ 信託業法施行令 

第18条の４ 

⑭－２ 信託業法施行規則 

第29条の２、第30条の23、第80条の３、第80条の７ 

⑮－１ 証券取引法等の一部を改正する法律及び証券取引法等の一部を改正する

法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の施行に伴う関係政令の

整備等に関する政令第十八条第一項の規定によりなおその効力を有するも

のとされる同令第十七条の規定による廃止前の抵当証券業の規制等に関す

る法律施行令 

第６条 

⑮－２ 有価証券に係る投資顧問業の規制等に関する法律施行規則等を廃止する

内閣府令附則第二条第一項の規定によりなおその効力を有するものとされ

る同令第二号の規定による廃止前の抵当証券業の規制等に関する法律施行

規則 

第12条、第15条の３、第22条の３、第22条の７ 

       

 

⑶ 規制の新設又は改廃の内容 

① 契約締結前交付書面について、指定紛争解決機関が存在する場合の当該機関の
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名称等及び指定紛争解決機関が存在しない場合の各金融機関が講じている苦情

処理措置・紛争解決措置の内容を記載事項として追加することとする。 

  ② 紛争解決機関の指定申請をしようとする者は、あらかじめ、金融機関に対し、

業務規程の内容に関する異議の有無について、説明会の開催により意見聴取しな

ければならないこととする。 

  ③ 紛争解決機関の指定の要件として、上記②の意見聴取の結果、業務規程の内容

に関する異議を述べた金融機関の割合が一定割合以下であることとされているところ、

当該割合を１／３とする。 

  ④ 指定紛争解決機関が存在しない場合の金融機関が講じなければならない苦情

処理措置・紛争解決措置の内容を以下のとおり規定することとする。 

   ○ 以下のいずれかの苦情処理措置 

    ・ 苦情処理業務を公正・的確に遂行することができる業務運営体制・社内規

則の整備等 

    ・ 各法律上に規定されている認定協会等、認定投資者保護団体、他の業態・

法律上の指定紛争解決機関、国民生活センター、消費生活センター又はその

他の適格性を有すると認められる法人への委託 

   ○ 以下のいずれかの紛争解決措置 

    ・ 弁護士会の仲裁センターへの委託 

    ・ 各法律上に規定されている認定協会等、認定投資者保護団体、他の業態・

法律上の指定紛争解決機関、国民生活センター、消費生活センター又はその

他の適格性を有すると認められる法人への委託 

  ⑤ 手続実施基本契約の内容として、法律上の規定に加え、指定紛争解決機関は、

顧客からの申出があるときは、和解で定められた義務の履行状況の調査及び金融

機関に対する当該義務の履行の勧告を行うことができることとする。 

 

５．想定される代替案 

指定紛争解決機関が存在しない場合に金融機関が講じなければならない紛争解決

措置の内容について、紛争解決業務を公正・的確に遂行することができる業務運営体

制・社内規則の整備等により対応することとする。 

 

６．規制の費用（代替案における費用も含む。） 

⑴ 遵守費用 

① 本案 

金融機関において、弁護士会の仲裁センター等への委託（以下、「外部委託」

という。）費用が発生する。 
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② 代替案 

金融機関において、紛争解決措置について、紛争解決業務を公正・的確に遂行

することができる業務運営体制・社内規則の整備等のための費用が発生するが、

外部委託費用は発生しない。 

 

⑵ 行政費用 

① 本案 

金融機関において講じている紛争解決措置の内容については、外部委託となっ

ており、基本的には、検査・監督に伴う費用は発生しない。 

② 代替案 

代替案においては、紛争解決措置として金融機関における業務運営体制・社内

規則の整備等により対応することとしているため、各金融機関の多種多様な業務

運営体制・社内規則等に対応した検査・監督に伴う費用が発生する。 

 

⑶ その他の社会的費用 

① 本案 

  その他の社会的費用は発生しない。 

  ② 代替案 

  金融機関において、紛争解決措置について、紛争解決業務を公正・的確に遂行

することができる業務運営体制・社内規則の整備等により対応することとしてい

るため、紛争解決に係る公正性・中立性の水準が、外部委託による対応と比べ、

劣後するおそれがあり、利用者保護が十分確保できないという社会的費用が発生

するおそれがある。 

 

７．規制の便益（代替案における便益も含む。） 

⑴ 本案 

弁護士会の仲裁センターなど中立・公正な第三者機関への委託を内容とする紛争

解決措置が講じられることにより、利用者保護の充実・利用者利便の向上が図られ

ることが期待される。 

 

⑵ 代替案 

金融機関において、紛争解決措置について、業務運営体制・社内規則の整備等に

より対応することとしており、公正・中立かつ実効性のある紛争解決を通じた利用

者保護は一定程度確保されるものの、その程度は本案に比べ減少するおそれがある。 
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８．政策評価の結果（費用と便益の関係の分析等） 

⑴ 費用と便益の関係の分析 

  本案については、今般の改正により、遵守費用及び行政費用が新たに発生するこ

ととなる一方、利用者保護の充実・利用者利便の向上が期待される。利用者にとっ

ては、苦情処理・紛争解決が簡易・迅速・安価に図られることとなり、こうした便

益の増加というプラスの効果は、新たな費用の発生というマイナスの効果を上回る

と考えられる。 

 

⑵ 代替案との比較 

  遵守費用については、代替案は、外部委託費用の減少等により、本案よりも低く

抑えることができると考えられる。 

一方、行政費用については、代替案は、各金融機関の多種多様な業務運営体制・

社内規則等に対応した検査・監督に伴う費用が必要となるため、本案よりも高くな

る。 

また、社会的費用についても、代替案は、利用者保護が十分確保できないことに

より、本案よりも高くなるおそれがある。 

  これらを総合的に勘案すると、本案による改正が適当と考えられる。 

 

９．有識者の見解その他関連事項 

金融審議会金融分科会第一部会・第二部会合同会合報告「金融分野における裁判外

紛争解決制度（金融ＡＤＲ）のあり方について」（20年12月17日公表）において、金

融分野における裁判外紛争解決制度（金融ＡＤＲ）の創設については、以下のとおり

とされている。 

「業界団体・自主規制機関等の民間団体が金融ＡＤＲを担うこととし、その自主的

な申請を受け、金融ＡＤＲの実施体制・能力等を有する者について行政庁が確認（指

定等）を行うことにより、金融ＡＤＲの実施主体の中立性・公正性を確保することが

適当である。」、 

「金融ＡＤＲ機関における紛争解決等のための取組みの実効性確保のためには、金

融ＡＤＲ機関は一定の規則制定権及び実効性確保のための権限を有することが適当

である。」、 

「金融ＡＤＲの実効性を確保し、利用者保護の充実を図るため、金融ＡＤＲ機関が

設立されている場合には、業界団体・自主規制機関等と加盟・加入事業者との関係に

留意しつつ、金融ＡＤＲ機関の対象範囲内にある金融機関は、紛争解決等に関して利

用者から求められた場合、行政庁が指定等を行ったいずれかの金融ＡＤＲ機関を利用

しなければならないとするなど、金融ＡＤＲ機関と金融機関との一定の関係を規律す
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ることが適当である。また、紛争解決にあたって、金融機関に金融ＡＤＲ機関に対す

る手続応諾義務、事情説明・資料提出義務、結果尊重義務等を課すことが適当である。」、 

「金融ＡＤＲの中立性・公正性及び実効性を確保するため、金融機関及び金融ＡＤ

Ｒ機関に対する行政庁の一定の権限を設け、行政庁の検査・監督等を含めた関与を可

能とすることが適当である。」 

 

10．レビューを行う時期又は条件 

金融商品取引法等の一部を改正する法律の施行後５年以内に、改正後の規定の実施

状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措

置を講ずるものとする。 


